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要 旨

直近の日本からの海外投資は、非製造業による投資が製造業のそれを上回ってい

る（日本銀行 2023）。これまで、サービス業を含む日本の非製造業は国内で十分

な収益性と成長を確保できていたが、国内外のさまざまな市場環境の変化から、海

外に新たな市場機会を求める企業が増えたと考えられる。サービス業の国際化に関

する研究の多くは海外での事業展開の事例のほか、参入モードの選定や参入市場に

おける標準化と適応化の問題などが扱われてきた。本稿では、海外市場に参入する

プロセスの全体像を概観し、その上で日本のサービス業の国際化における課題を示

した上で、その対応についても検討する。

Ⅰ はじめに

日本企業の海外進出先としては、ASEANが29.7％と最も高い割合を示しており、次

いで中国が28％、その他のアジア諸国が10％と近隣のアジア地域が7割程を占めている

（経済産業省 2023）。直近の海外投資では製造業よりも非製造業による投資が増えており、

日本企業の国際化におけるサービス業の割合は増加傾向にある（日本銀行 2023）。

企業の「国際化」とは国内から海外へと経営活動を拡大することを指し、企業の「グロー

バル化」とは世界規模で経営活動の相互依存関係が進んでいく状態を指す（浅川 2003,

5頁）。本稿では、小売業、外食業、金融業などの非製造業全般を広義の「サービス業」

に含めた上で、その「国際化」プロセスの全体像を概観していく。

これまで製造業の国際経営については研究が進んできたが、サービス業の国際経営につ

いての研究は遅れている（米田 2015,269頁）。その限られた先行研究の中でも、製造業

と同様に参入動機や参入モードの選定、標準化の試みや参入市場での適応実態などはサー
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ビス業の国際化においても紹介されてきた。本稿ではサービス業の国際化プロセスについ

て、JavalgiandMartin（2007）による図1の「サービスの国際化の枠組み」の中で整

理していく。その上で、日本のサービス業の直面する課題を抽出しつつ、その課題への対

応も検討していきたい。

製造業の参入モードは、輸出、海外生産、契約に分類できる（浅川 2003,49-51頁）。

また国際貿易の枠組みでは、モノ（物品）だけではなく国境を越えてサービスを輸出入す

るサービス貿易も存在する。サービス貿易では、特許権、商標権、著作権などの知的所有

権や旅行、金融、情報通信などのモノを扱わない国際的な取引が行われる。例えば企業の

国際化に伴う人材派遣や人材交流による往来などは、このサービス貿易に含まれる。本稿

におけるサービス業の参入モードに関しては、図1に示されている「輸出」、「ライセン

ス」、「フランチャイズ」、「合弁」、「完全子会社」の分類を用いることにする。

Ⅱ 日本のサービス業の国際化

１ 日本のサービス業による海外進出の歴史

最初に、日本のサービス業の国際化の歴史について触れておきたい。米田（2015,278

頁）によると、日本では明治時代から総合商社が海外に進出しており、1960年代～1970

年代にかけては途上国で三人四脚型投資と呼ばれる海外投資を組織化した。海外で生産拠

点を構築しようとする日本の製造業と現地のパートナーとの合弁に総合商社が加わり、資

金や人材、国際ビジネスのノウハウなどを共有するとともに事業リスクを軽減しようとす

る狙いがあった。現在では意思決定のスピードを早める目的などから、この三人四脚型投

資による参入モードは減少傾向にある。

小売業の国際化では、過去に国内の厳しい規制から逃れるべく、海外に活路を見出そう

とした例も見られる。百貨店は、戦時体制下での統制経済が経営に与えたダメージが大き

く、存亡をかけて中国大陸や東南アジアに進出していった（川端 2011a,55-56頁）。スー

パーマーケットの海外進出の要因としては、1979年に改正され強化された大店法の出店

規制、国内市場の成熟と競争の激化、地価・建設費・人件費・輸送費の高騰などの経営環

境の悪化が挙げられている（川端 2011a,168頁）。

2000年以降では、日本の製造業（消費財メーカー）による小売業への関与が、アジア

市場で見られるようになった。これまでは、現地の代理店・商社に任せてきたマーケティ
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ングや流通・物流を、現地に販売子会社を設立して自らの手で直接行おうとするメーカー

が増大してきたのである（川端 2011a,6頁）。アジア市場で競合する他社に対して、よ

り優位な立場を確立しようと、参入市場の消費者に向き合う方針を採り入れている。

２ 近年の状況

同じく2000年代に入ってからは、日本の外食業の国際化も目立ってきた。その理由と

して川端（2016,6-9頁）は、アジア通貨危機後の消費の回復と拡大に加えて、SARS

（重症急性呼吸器症候群）や鳥インフルエンザによる影響を指摘している。前者について

は、アジア各地のシッピングセンターや大型小売店の開発が進み、アジアの大手小売業や

ディベロッパーたちが、日本の外食業に市場参入を働き掛ける動きが出てきたのである。

また後者については、日本で感染者を出さなかったことから、日本の衛生管理や食の安全

性、そして日本食の健康的な側面に注目が集まるようになったためである。

最近では、セコムのような事業者向けのサービスや公文のような教育サービスまでもが

海外市場に新たな事業機会を見出している（伊丹ほか 2017）。特に日本に近いアジア市

場では、日本企業の市場参入に追随して広告業や損害保険なども海外に拠点を設けている

ほか、大和ホールディングスに代表されるようなロジスティックスなども含めて、幅広い

業種・業態による事業展開が見られる（安積 2011）。いずれも、海外にある日本企業や

日本人を主なターゲット層に設定した事業展開ではなく、参入市場の消費者を相手に日本

で築いたビジネスモデルの展開を図っている。外食業の国際化に見られるように、特に東

南アジアのASEAN諸国では日本のCountryofOriginが品質評価のおける一定の保証に

もなっている（川端 2016）。

Ⅲ 海外への市場参入

１ 参入動機と目的

では何故、日本のサービス業は海外に活路を見出そうとしているのか。一般的にサービス

業による海外市場への参入は、プロダクトライフサイクルを念頭に置いた飽和（Satura-

tion）による国内市場の限界や競争激化といった環境要因で説明されてきた。しかし、飽

和だけでは国際化に至る意思決定を結論付けるには十分ではなく、小売業では古くから積

極的な経営姿勢こそが最も国際化を動機付けているとされてきた（Alexander1990;
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Laulajainen1991;Williams1992;Kediaetal.1994）。例えば英国の小売業では、前向

きな成長志向が最も強く国際化の程度を規定していた（Alexander1990;Williams1992）。

同じ英国の小売業に関する先行研究では、国内市場の飽和が起こる前に市場機会を求めて

海外の市場に参入していたことも確認できる（Laulajainen1991）。国際フランチャイジ

ングの先行研究では、市場飽和だけが理由になるならば全ての企業が同じように海外市場

に挑戦するはずであるとの指摘もある（Kediaetal.1994,p.57）。

日本のサービス業も、海外市場の消費拡大や企業の将来性を見据えた成長戦略の実現を

目指し国際化を図っている。吉野家ホールディングスでは2007年から2017年までの十

年間、同社の牛丼店の国内店舗数が微増に留まる中、海外店舗数は2.5倍以上に拡大し、

特に直接投資を行わないストレートフランチャイジングによってスピード感のある店舗拡

大を進めている（鈴木・李 2017）。西原（2021）のファストフードの事例や米田（2019）

の自動車ディーラーの事例では、新たな市場の開拓に加えて将来の人材確保を目的にベト

ナム市場への参入を決定していた。

もう一つの大きな参入動機に、国内の顧客や系列企業に追随しての国際化が挙げられて

いる（StromandMattsson2006;Pluta-Olearnik2011;Gronroos2016）。例えば、英

国で事業展開する日本の専門サービス業の7割程が日本の既存顧客に追随しての参入で

あった（Strom andMattsson2006,p.252-253）。事実、小売業の国際化の歴史に見ら

れる通り、海外在住の日本人をターゲットに見込んだ市場参入も見られる。しかし小売業

の国際化研究においては、海外の日本人市場を相手とする海外進出は本来の国際化行動で

はないとネガティブな評価を受けてきた（川端 2011a,213-214頁）。川端（2011b）は、

欧州への旅行者を対象にした日本の百貨店の対応を取り上げながら、海外で日本人を相手

にする海外進出も小売業の国際化のあり方として評価し分析すべきとの考えを示している。

２ 資源ベース理論による考察

そもそも国際化を指向する企業は、比較的、豊富な資源を有していると想定できる。例

えば国際フランチャイジングに関する先行研究では、資源ベース理論を用いて理論化が試

みられてきた。資源ベース理論とは、資金や人材といった経営資源に着目し企業の戦略や

競争優位を論じるのに用いられている。図1では、最上部の「企業リソース」、「マネジ

メント特性」、「企業特性」の項目に該当する。例えば「マネジメント特性」に関しては、

国際経験と資本集約度の高さが国際化に踏み切る動機の要因であった（MenziesandOrr
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2013,p.303-304）。その一方で、Shane（1996）の国際フランチャイジングの先行研究

では、「企業特性」における企業規模と事業年数（企業の歴史）は国際化に関係しないこ

とが分かっている。経営資源が乏しく企業規模も小さいからこそフランチャイジング方式

で時間やコストを節約し、海外の提携企業の経営資源やノウハウに事業活動を委ねると考

えられる。

３ サービス特性による類型化

サービス固有の問題（サービス特性）については、サービス業の国際化における議論に

も広く用いられている。サービスの無形性（Intangibility）によっては品質評価の困難性が

国際化に伴って増すことになり、より有形性を持った手がかり（cue）の提示が重要になっ

てくる（LaandPatterson2005,p.385-386）。サービスの非均質性（Heterogeneity）に

関しては、国際化によって品質管理やプロセス上の調整変数が増加することになるため、

サービス提供のプロセス上での機械化やマニュアル化が有効な対策となる（伊丹ほか

2017）。サービスの不可分性・同時性（Inseparability/Simultaneity）については、エン

カウンターでの相互作用の生じ方が海外では異なることから、オペレーション内のバック

ヤードの標準化による品質管理が提案されている（McLaughlinandFitzsimmons1996;

Ball,LindsayandRose2008）。サービスの消滅性（Perishability）については、サービ

スは在庫ができないため本質的に国際化が困難な業種もあり、これに対してもサービス

提供における有形性の度合いを測ることで、参入の可否や戦略を検討できる（Laand

Patterson2005）。

このようなサービス特性に関する議論を参考に、サービス業の国際化における類型化が

試みられてきた。図1の「企業特性」にあるサービスの種類に位置づけられる議論であ

る。最も古い類型化として、Erramilli（1990）とErramilli（1991）のハード・サービ

スとソフト・サービスの分類が知られている。ハード・サービスとは、サービスの生産を

消費から部分的に分離することが可能なサービスを指し、ソフト・サービスとは、それが

分離困難なサービスを指す。前者はシステム保守などバックヤードからの操作により顧客

と対面する必要性の低いサービスで、後者は店舗などで実際に顧客と対面することを前提

とするサービスを指す。

PattersonandCicic（1995）とLa,PattersonandStyle（2005）は、サービスの有形

性と顧客対応の度合いによる類型化を試みている。有形性の度合いについては有体財への
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依存度から国際化の難易度を測り、顧客対応の度合いについては参入市場で標準化対応を

採るべきか否かを判断する。Styles,PattersonandLa（2005）による定量調査では、顧

客対応の度合いが高く有形性の低いサービス業ほど国際化に伴う事業リスクが高くなるこ

とが分かり、顧客対応における人的資源が事業の成否に影響することが分かった。

顧客対応については、サービス提供者と顧客との相互作用度も国際化を見極める重要な

指標となる。Asakawaetal.（2013）は、日本固有の問題として国内における「相互作用

の複雑さ」と「市場コンテキストへの埋め込み（embeddedness）」の二つを挙げた上で、

日本のサービス業の類型化を試みている。前者の例としては、日本で24時間対応のATM

を見つけるのが困難な理由として、同じく24時間のバックアップ体制を顧客対応のため

に整備する必要性があるのではないかと指摘している（Asakawaetal.2013,p.1160）。

このような顧客との相互作用度を抑制することが、サービス業の国際化のハードルを低く

する。後者の「市場コンテキストへの埋め込み」から分かることは、その企業のビジネス

モデルや業態、企業間や人材間のネットワーク、経営資源などが国内市場固有の環境や条

件などに埋め込まれているほどに、その企業の国際化が難しくなる。論理的には、市場コ

ンテキストへの埋め込みの度合いを低くする工夫が、国際化を図るサービス業には欠かせ

なくなる。

４ 参入モードの選定

資源ベース理論、サービス特性、またサービス特性による類型化は、いずれも参入前に

国際化の可能性や程度、リスクなどを把握しようとするもので、その次の参入モードの選

定にも影響する。参入モードは、海外投資による資本投入の観点から「輸出」、「ライセン

ス」、「フランチャイズ」をノンエクイティ・モード、「合弁」と「完全子会社化」をエク

イティ・モードに大別できる。資源ベース理論による考察では、企業の有する経営資源が

参入モードの選定に関係していた。図1の枠組みでも、「企業リソース」、「マネジメント

特性」、「企業特性」の各項目から、その企業のビジネスモデルや経営資源による競争優位

性、事業の国際性を確認した上で、参入モードの選定に移る筋道が描写されている。具体

的には、資源ベース理論で扱うヒト（人材・人的資本集約度・ノウハウ）、モノ（有形性・

無形性）、カネ（資本集約度）、情報（IT・知識・経験）が、参入モードの選定にも影響

を与える。MenziesandOrr（2013）の定性調査では、ハード・サービスとソフト・サー

ビスによる参入モードの選定結果の違いが示された。例えばソフト・サービスでは、製造
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業で見られる「輸出」から「生産の拠点化」、「販売への直接的な関与」に至る手順は採ら

れず、サービスの不可分性・同時性の故に「輸出」という参入モードは選ばれていなかっ

た。またソフト・サービスの方が、より「合弁」や「完全子会社化」による参入モードを

選んでいた。サービスの有形性の度合いが低いソフト・サービスほど直接投資を採用し、

国際化における資本投入も多量であった。

更にBouquet,HebertandDelios（2004）の日本企業を対象にした定量調査では、人

的資本の集約度が高く顧客との相互作用度も高いソフト・サービスほど直接投資による市

場参入を選択していた。この調査では、小売業、卸売業、金融業の中でも、よりソフト・

サービスの特性を有する金融業が最も多く完全子会社化による参入モードを選んでおり、

そこでの駐在員の割合も最も高かった。Styles,PattersonandLa（2005）では、顧客対

応の度合いが高いほど国際化に伴う事業リスクが高くなることが示されているが、日本の

金融業は国際化における事業リスクを抑えるために日本から出来るだけコントロールの効

く体制を採り入れていたのである。KogutandZander（1993）は、「技術をコード化しに

くい」、「伝授が難しい」、「複雑さが増す」などの場合には完全子会社という形態で国際化

を図る確率が高いとしている。時間やコストを節約するためフランチャイジングによる参

入モードを選ぶことも考えられるが、国際化におけるサービス固有の問題に対処するには

参入市場への直接的な関与が必要だと言える。また図1の「マネジメント特性」に該当

する国際経験については、特にソフト・サービスの参入モードの選定において重要な役割

を果たしていた（MenziesandOrr2013）。海外での事業経験が暗黙知、形式知として企

業内に残されることで、どの参入モードを選べば良いかといった意思決定に影響するもの

と考える。

Ball,LindsayandRose（2008）は、既存の参入モードの選定に関する議論は硬直的だ

として、より動態的な概念モデルを提示している。この概念モデルでは、まずソフト・サー

ビスを立地集約度（locationintensive）と情報集約度（information-intensive）に分類

する。立地集約度の高いソフト・サービスとは、小売業や自動車のレンタカーなど特定の

場所で有形性の度合いの高い商品を扱うサービスである。情報集約度の高いソフト・サー

ビスとは、デザインや金融などの情報を扱う人的サービスを指し、ソフト・サービスの中

でもサービス特性を多く有するものである。Ball,LindsayandRose（2008）は、情報集

約度の高いソフト・サービス（ソフト・サービスの中のソフト・サービス）でもオペレー

ションからバックヤードの一部、または多くの部分を本国に残すことで参入時における資
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本投入量を抑制し、参入モードの選択肢を増やすことが出来るとの考えを示したのである。

このような資源配分はIT技術の進歩によっても可能であり、既にリモート操作などによっ

て具現化されている。Pluta-Olearnik（2011）も、IT技術により知識の国際移転の障壁

も下がっていることから、より動態的に参入モードの選定を捉えている。

５ 市場参入後

前節までの議論は、いずれも図1の「市場参入・事業展開」に向けて、サービス業を

海外に押し出すPush要員に関してであった。しかし海外の市場に参入する際は、その市

場からのPull要因も検討しなければならない。図1におけるPull要因は「文化」、「政府

規制」、「テクノロジー」、「経済成長」、「市場構造」に分類され、全てがサービス業の個別

の参入プロセスに影響を与える。「文化」は、宗教や民族の違いなどを指し、政府規制は

関税や外資規制などのことである。「テクノロジー」は、社会インフラの側面から広く捉

えることも出来るが、どの程度のIT技術が現地で用意できるかといった実務的な要因も

含まれる。「経済成長」とは、消費拡大による市場の成熟度の他にも、天然資源の開発や

大規模な建設プロジェクトなどの経済活動も含まれる。「市場構造」については、参入市

場の規模や所得水準などの表層部だけでなく、流通システムの違いによる商品調達の差異

などにも広く目を向けなければならない。川端（1999）は、「フィルター構造」という視

角で国ごとの市場の差異を捉えている。「フィルター構造」とは、各市場における歴史、

国土の広さ、気候条件、取引慣行、社会インフラなど多くの要素（フィルター）が重なり

合って相互に関連し市場に備わる特性のことである。各市場は異なるフィルター構造を有

しており、参入してくる企業に対して「フィルター通過」を選択的に許容する。この「フィ

ルター通過」とは、参入市場で継続的・効率的に利益を上げるシステムを構築することで

ある（川端 1999,282頁）。

国ごとに異なる「市場構造」への対応は、国際マーケティングの主要な課題の一つであっ

た。海外でも標準化されたマーケティングを行うのか、参入市場の環境や条件に適応して

いくのかという「標準化・適応化」に対する課題である。小売業においては、標準化と適

応化の二者択一ではなく、それぞれが両立し得るものとして、品揃えの共通化志向が提案

された（向山 1996）。また標準化の手法としては、バックヤードの分離（unbundling）

を採用することも提案されている。川端（2013）の外食業の事例では、食材の調達や加

工、配送システムなどを参入市場から離すことで、日本と同じ品質管理を実現していた。
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Lovelock（1999）は、一定の現地適応は避けられないとの前提に立脚し、コア・サービ

スでは出来るだけ標準化を維持し、その他の補助的なサービスでは参入市場に適応するモ

デルを提示している。

そもそもサービスとは、サービス提供者と顧客が相互作用することで生産と消費が同時

に行われる。その相互作用が起こる局面・場がエンカウンターであり、サービス業の国際

化ではエンカウンターは海外に所在する。そこでの顧客との相互作用は、多くの面で本国

とは異なるはずである。加えてサービスの非均質性により、サービス品質の標準化は国際

化によって更に難しくなる。こういったサービス固有の問題が、国ごとに異なる「市場構

造（フィルター構造）」に直面することで更に増幅され、本国とは違ったオペレーション

の構築や運営を余儀なくされるのである。

Ⅳ 考察

１ 日本のサービス業の国際化における課題

これまでは図1の枠組みを用いて、本国からの市場参入に至るサービス業の国際化プ

ロセスを概観した。本節では、同枠組みにおける日本のサービス業特有の課題をPush要

員からの出力とPull要因からの引力の両側面から考察する。

Push要員の中では、図1の「マネジメント特性」に日本のサービス業の抱える課題を

見出すことが出来る。MenziesandOrr（2013）は、国際経験の有無がソフト・サービス

の国際化に影響するとしているが、裏を返せば、そうでない場合には国際化は難しくなる。

例えば、立地集約度の高いサービス業は店舗や拠点のある周辺の市場を基盤に成立してお

り、事業展開の国際化を前提としていない。当然、国際経験の豊富な人材も有していない

はずである。西原（2021,6-7頁）のモスフードサービスの事例では、海外事業の拡大を

目指しつつ人材の現地適応の課題に直面していた。国内で十分な収益を上げてきた日本の

サービス業にとって、事業だけでなく人的資源における国際経験も海外市場への参入に踏

み切る上での課題となろう。

サービス業の国際化では、ビジネスモデルの移転に伴う知識の国際移転も必要となる。

日本企業の場合、組織的にハイコンテキスト型であり知識の性質としては暗黙知（tacit

knowledge）を活用することが多いとされ、欧米企業は組織的にはローコンテキスト型に

分類されることが多く、知識の性質としては形式知（explicitknowledge）を活用するこ
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とが多いとされる（池上 2014,96頁）。池上（2014）のヤマトホールディングスによる

中国とシンガポールでの事例では、サービスの非均質性の問題への対応からセールスドラ

イバーの人材育成に多大なコストを費やしていた。日本式の丁寧なサービスは暗黙知的要

素も多く国の文化的なコンテキスト依存度も高いので、座学に加えて相当の・OJT・で学

習する必要があった（池上 2014,104頁）。組織的にハイコンテキストである場合には、

暗黙知の要素が国際化を図る上で大きな障壁となるであろう。

Pull要因では特に「文化」と「市場構造」による影響が、日本のサービス業の国際化

における課題となる。Ghemawat（2001）は、文化的、制度的、地理的、経済的な距離

（distance）に着目し、これらが企業の国際化に及ぼす影響を示唆している。例えば、米

国のウォルマートの海外市場における収益性を見ると、黒字の国は米国と同じ英語を使用

し地理的にも近くNAFTA（北アメリカ自由貿易協定）にも加盟していたが、赤字の国は

そうではなかった（Ghemawat2007,p.65-66）。また、米国企業で事業を行っている外

国が一か国の場合、それがカナダである確率は60％であった（Ghemawat2007,p.220）。

日本企業も、使用言語は異なるとはいえ近隣のアジア市場への参入が多く見られ、その中

でも経済成長を遂げているASEANが最多である（経済産業省 2023）。

Ghemawat（2001）による距離の概念の中でも、文化的な距離は、言語、民族性、宗

教などの差異によって生じるもので、日本のサービス業の国際化における最大の課題であ

ると考える。豪州の専門サービスにとっては、新興国市場（タイ、マレーシア、ベトナム）

で事業展開する上で言語は大きな壁になっていなかった（FreemanandSandwell2008,

p.205）。しかし国際語である英語を使う豪州企業の事例が、日本企業の国際化の参考に

なるとは考えにくい。サービスの無形性の問題からは製造業以上にモノを通じた共通言語

による理解や共有が限られるため、サービス業の国際化の場合は日本人の英語力のレベル

も問われるはずである。文化的な距離以外では、製造業、サービス業を問わず、制度的、

地理的、経済的な距離は他の先進国と同じような課題を日本企業も共有できるであろう。

しかし国境を地続きで接する欧州や北米の先進国と違い、言語の違いや多民族性、宗教の

差異などを国内で経験することは稀である。日本のサービス業にとって、このような文化

的な距離による隔たりが参入後の顧客対応をイメージし難くするだけでなく、既に参入前

の段階においても心理的な距離（psychicdistance）による隔たりを生じさせているので

はないか。つまり参入後の「文化」に関するPull要因が、参入前の参入動機にも影響し、

更に「マネジメント特性」のグローバル思考や国際経験などを積む障壁となっていると想
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定できる。

「市場構造」も、日本のサービス業にとって心理的な距離を生じさせる要因となろう。

例えば流通システムは国ごとに異なり、その中での商慣習も各国市場のコンテキストに埋

め込まれている。市場コンテキストに歴史的、地理的、気候的な条件が大きく埋め込まれ

ている場合、その「市場構造」に対する理解は難しくなるはずである。更に、多民族性の

問題が「市場構造」にも反映されてくる。川端（2005）は、民族間の住み分けがモザイ

クとなって表出する東南アジアの市場分布を「モザイク市場」と称した。例えば、中華料

理で多く使われる豚肉はイスラム教では禁忌とされている。多くの人は食料品や日用品を

住まいの近くで購入するため、ムスリムと華人では自然と住み分けが生じてくる。このよ

うな住み分けは、日本企業の最も多く進出している東南アジアだけでなく北米や西欧といっ

た他の先進国でも見られ、長い歴史を経て形成されてきた「市場構造」である。モザイク

模様のこうした市場に対応することに、日本企業は概して不慣れで不得手である（倉林・

長尾 2013,12頁）。「市場構造」の克服が、日本のサービス業の国際化プロセス上で最大

の課題となるはずである。

国際マーケティングにおける「標準化・適応化」に対する課題も、この「市場構造」の

中に位置づけられる。海外の顧客との相互作用の結果、特にソフト・サービスではオペレー

ション上での現地適応を余儀なくされる部分が増えてくる。また同じ市場の中でも、多民

族性による顧客対応の違いを考慮しなければならない。資源ベース理論では、市場での競

争優位と国際的な事業優位を確認してから参入モードの選定に進んでいた。そのような経

緯を辿りながらも、多くのサービス要素が参入市場の「市場構造」に埋め込まれていくよ

うでは日本での優位性を持っての市場参入という立場を失うことになる。池上（2014）

のヤマトホールディングス、藤岡（2018）のツルハホールディングスとイオンの事例で

は、知識の国際移転がビジネスモデルを移転（標準化を志向）する上で欠かせないことが

示された。しかし組織的にハイコンテキストで、文化的な距離による隔たりを心理的、実

務的にも受ける日本のサービス業にとって、知識の国際移転も容易ではないと考えられる。

２ 日本のサービス業による海外事業の展開

小売業の国際化の場合、その諸活動が国境を越え、異なる経済的、政治的、文化的構造

を備えた国際市場に組み込まれていく過程を意味する。そのため、分析視点は市場と組織

の二つに大きく分かれる（矢作 2007,23頁）。本節でも同様に、市場と組織の二つの分
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析視点から、日本のサービス業の国際化に伴う課題への対応を検討する。

市場分析では、まず日本国内の市場コンテキストへの埋め込み度と顧客対応の複雑さが、

日本のサービス業の国際化を難しくしていた（Asakawaetal2012）。この二軸の度合い

を下げた上で参入市場での現地適応（部分適応）と、どこで標準化を維持するかを想定し

ておかなければならない。海外市場への参入後には、不慣れな言語対応や多民族性の問題

に苦慮することになる（川端 2005;倉林・長尾 2013）。参入市場では、出来るだけ組織

コンテキストに埋め込まれた暗黙知を形式知に変換し、知識の国際移転を図る必要がある。

顧客対応の現場におけるノウハウだけでなく、コンセプトや経営理念に裏打ちされたサー

ビス提供者からの出力の形式知化を図り、参入市場の顧客との距離や従業員間の距離を乗

り越えるのである。

伊丹ほか（2017）は、「コンセプトの力」、「ビジネスシステムの翻訳」、「経営理念の伝

道」、「空間あるいは場の輸出」を海外で事業を成功させる要因に挙げ、良品計画、大戸屋、

セコム、公文教育研究会の成功事例を紹介している。「コンセプトの力」とは、コンセプ

トが具体的なサービスの内容に具現化されることである（伊丹ほか 2017,22頁）。無印

が提案するシンプルでセンスの良い生活のスタイルというコンセプトは、日本と同じよう

に海外の店舗でも見ることが出来る。「ビジネスシステムの翻訳」とは、コンセプトがサー

ビスの内容に具現化されるための仕事の仕組みを翻訳することである（伊丹ほか 2017,

23頁）。セコムは、サプライチェーンの企業間分業体制の違いに対応すべく、異常信号を

受けた後にセコム自身が単独で全てを行う形式から警察と連携するなどで部分的に対応す

る形式に適応している。無印では「MUJIGRAM（ムジグラム）」というマニュアルを活

用して、売り場のディスプレイから接客までのノウハウの共有を仕組化している。公文の

国際化は、そもそも算数と数学に特化していたことから、国が違っても学習内容は変わら

ず共通の教材を活用することが出来た。それでも各国の教室の開設場所、会費の設定につ

いては参入市場の環境や事情に合わせている。つまりビジネスシステムの翻訳とは、「標

準化の中の現地適応（部分適応）」を意味し、日本のビジネスモデルの移転における対応

の形である。

「経営理念の伝道」は、ビジネスモデルやサービスの核となる知識の形式知化による移

転である。大戸屋では、そのビジネスモデルの核である店内調理を海外でも具現化するた

めに、従業員教育に多大な労力を費やしている。池上（2014）のヤマトホールディング

スの事例では、サービスの非均質性の問題が表出するセールスドライバーの顧客対応を標
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準化することで、参入市場でのサービス品質の管理を目指していた。そこではノウハウだけ

でなく、経営理念や組織文化の知識移転に力を入れていたのである。同じく藤岡（2018）

のツルハホールディングスとイオンのタイでの事例でも、日本でのサービス品質に近づけ

るべく経営理念の浸透に注力していた。「ビジネスシステムの翻訳」が、日本のビジネス

モデルの移転における対応の形であれば、「経営理念の伝道」は、日本のビジネスモデル

の移転に伴う知識の国際移転のことを指し、「標準化の中の現地適応（部分適応）」を目指

す手段の一つでもある。「空間あるいは場の輸出」に関しては、そもそもソフト・サービ

スでは「輸出」という参入モードで国際化を図ることが困難であることから、無印や公文

に見られる通り、各国で理念やノウハウを共有して空間を形成するコンセプトを具現化す

る必要がある。いずれの成功事例も、日本のビジネスモデルに基づいたサービスのコンセ

プトを参入市場で受入れてもらうために、日本で蓄積された知識を出来るだけ形式知化し

て移転していることが分かる。

組織分析については、図1の「マネジメント特性」にある国際経験について触れてお

きたい。前節の文化的な距離による隔たりに関係してくるからである。ソフト・サービス

では「輸出」による参入モードの選定が採りにくいため、国際経験を積む機会が限られて

くる。そこで、Ball,LindsayandRose（2008）で示されたように、参入モードを動態的

に採用して参入市場への関与を徐々に深めていくことが提案された。またShane（1996）

では、企業規模と事業年数は国際化には関係していなかった。そのため、小規模で起業し

たばかりのサービス業でも、フランチャイジング方式などのノンエクイティ・モードで国

際化の第一歩を踏むことが示唆できる。小売業の国際化では以前から縮小・撤退例が数多

くある反面、それを反省材料としてある国・地域で失敗しても別で上手く現地化する企業

が増えた（矢作 2007,3頁）。海外での事業経験を積みながら国際化を進める手順が、リ

スク管理としても有効である。

日本の金融業は、国際化における事業リスクを抑えるために日本からコントロールの効

く体制を採り入れていた（Bouquet,HebertandDelios2004）。この日本からのコント

ロールとは、参入市場に派遣する従業員の数や質だけで説明できるものではない。顧客対

応のノウハウだけでなく経営理念や組織文化の知識移転には、本国からの関与の度合いが

決め手となろう。日本のサービス業にとって、言語の違いや多民族性、宗教の差異などが

心理的な距離を生じさせていると考えられる。この心理的な距離は意思決定する経営者の

経験や学習の程度からも影響を受ける（矢作 2007,32頁）。サービス業の「国際化」か
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ら更に踏み出して「グローバル化」のプロセスを歩む上でも、「マネジメント特性」にあ

る国際経験を国際化プロセスの中に組織的に組み込むことで、心理的な距離を縮めること

が出来る。

Ⅴ 最後に

サービス業の国際化では、参入前の経営資源が参入モードの選定に影響するだけでなく、

参入市場の諸要因が経営資源の配分にも関係し、その中の「市場構造」は本国から移転す

るビジネスモデルまでをも変容させる。その変容の要因となる「標準化・適応化」の課題

の位置づけも、「市場構造」の中で確認することが出来た。日本のサービス業では、この

「市場構造」の他にも「文化」の差異によって生じる距離が心理的な距離を生じさせ、参

入前の段階で国際化を進める上での実務的な課題に直結することが指摘できる。

海外投資には本質的に参入市場の「市場構造」を変える役割も期待され、そのために国

策として外資を導入する場合もある。イオンのマレーシア市場への参入は、同国の消費市

場の活性化を目的に当時のマハティール政権による誘致で始まった。また日本の外食業の

国際化は、東南アジアのディベロッパーからの働きかけによって広まっている。こういっ

た経緯からも日本のサービス業に対する期待の大きさが窺える。

企業の国際化と経済のサービス化は、既に多くの国で顕在化している。しかしサービス

業の国際化に関する先行研究は、特定の業種、地域、問題などに偏り、理論構築と概念化

に終始する結果、実務への示唆に乏しいことが問題視されていた（Knight1999,p.348）。

そういった意味でもサービス業の国際化を扱う場合は、参入市場の実態把握が求められて

いる。参入市場の実態は、サービス提供プロセスで表出されている。「標準化・適応化」

の課題に対しても、サービス提供プロセスの核にある顧客との相互作用に焦点を当てて現

地適応のメカニズムを理解しなければならない。そのためには、参入市場での顧客との接

点であるエンカウンターに踏み込む必要がある。
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